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第1章

第2章

移転価格税制に関する
最新実務対応

注目判例等をもとに確認を

井藤　正俊信成国際税理士法人
税理士

グローバルなグループ経営を行うに伴って、移転価格税制をめぐるトラブルが散見され
る。特に昨今、取引単位営業利益法に関するIHI事件の判決や、OECDの移転価格税制の
執行に関する簡素化・合理化アプローチなど、移転価格税制の実務にあたってアップデー
トしておくべき事項は多い。そこで、本特集では、移転価格税制に関する近時のトピックを
取り上げたうえで、調査や文書化に関して実務上留意すべき事項を解説していただいた。

IHI事件判決の教訓は
移転価格税制をめぐる
近時のトピック
当局調査体制の変化、LF作成の目的など
移転価格税制における
調査・文書化の留意点


